
デジタル社会の実現に伴う副作用（エネルギー消費量の増大）
⚫ デジタル技術の活用拡大は成長のみならず、電力消費の急増を引き起こす。情報通信量は２倍になり、IT分野の電力消

費は1.5倍に増大（自動運転等の新需要を含まず）するとの見立てもある。気候変動が国際的な課題となる中、持続的
な成長を実現するためにもデジタル化と脱炭素化の両立（GX）を進める必要がある。

⚫ これに対して半導体の進化は極めて有効。例えば、半導体を核とした省エネエレクトロ製品の利用拡大が加速的に進めば、
2020年と2030年の比較で世界全体で１割のエネルギー消費を抑制できるという見立てもある。半導体の進化は性能向
上とエネルギー効率向上を両立してきた歴史であり、GX実現のためにも先端性の高い半導体の確保が重要。
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[100万GWh]

半導体を核とした省エネエレクトロニクス製品の
利用拡大が世界のエネルギー消費量に与える影響

省エネ製品の利用拡大の有無だけで世界のエネルギー
消費量に1割の差（300万GWh）が生じる。
（2021年度の日本の発電量が850万GWh）

（出展）TSMCレポート：https://esg.tsmc.com/en/update/innovationAndService/caseStudy/32/index.html、
ITRIレポート：https://docs.wto.org/dol2fe/Pages/SS/directdoc.aspx?filename=q:/Jobs/RD-IT/45.pdf&Open=True
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（出展）CiscoVisualNetworkingIndex:ForecastandTrends,2017–2022を基に経産省作成

2030年には2倍に
増加する可能性
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IoT機器の使用 ストレージ モバイルネットワーク

コンピューティング ネットワーク機器の使用 固定ネットワーク

DCインフラ 機器製造 TVおよび周辺機器の使用

IT機器の使用

デジタル技術の進化による世界のIT分野の電力需要の推移

伸びの大きい分野(2015年vs2030年)
・IoT機器の使用：10倍
・ストレージ：７倍
・モバイルネットワーク：５倍
・コンピューティング：４倍

2030年には約1.5倍に増加する可能性
※需要と効率改善の両方を踏まえた試算。
ただし、自動運転等の潜在需要は考慮していない。

（出展）SchneiderElectricDigitalEconomyandClimateImpacthttps://perspectives.se.com/research/digital-economy-climate-impact
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